様式１１
指　定　管　理　料　収　支　計　画　書
１　指定業務及び提案事業に係る人件費及び事業費（事業運営費、施設維持管理費、物品費、事務費、一般管理費等）について積算してください。積算内訳の詳細は別紙で添付してください。
（1） 　人件費
ア　人件費は、１会計年度の経費を算出してください。記入欄が足りない場合は、追加してください。
イ　人件費は、人員配置計画書（様式6）との整合を取ってください。
(単位： 円)
	区　　　分
	金　　額（税抜）
	積　算　内　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	人　件　費　計
	
	


（２）　事業費（事業運営費、施設維持管理費、物品費、事務費、一般管理費等）
ア　事業費は、１会計年度の経費を算出してください。記入欄が足りない場合は、追加してください。
イ　事業ごとの金額を記入してください。
ウ　区分欄には事業名を、積算内訳欄にはその事業経費の内訳をそれぞれ記入してください。
(単位： 円)
	区　　　分
	金　　額(税抜)
	積　算　内　訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	事　業　費　計
	
	


２　指定管理料見積額
　　　１で積算した人件費と事業費の合計金額に、消費税額を上乗せした金額を記入してください。
	指定管理料見積額（税込）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


※用紙サイズはA4判とします。
【注意事項】

文京区公契約条例（令和６年６月文京区条例第24号）の規定により、労働報酬下限額以上の報酬を労働者等に支払うことや労働条件に関する事項の報告書を区に提出することなどについて約定する必要があります。指定管理者は、同条例及び別添「文京区公契約条例適用特約条項（指定管理）」を遵守し、労働者等の適正な労働環境の確保に配慮して業務を履行するものとします。

なお、労働報酬下限額が適用となる労働者等について、文京区外に所在する施設である本案件については、令和８年度の労働報酬下限額は設定されていませんが、文京区公契約審議会の答申に基づき算定すると１時間当たり１,２８１円となります。したがって、この額を下回らないよう労働報酬額の積算を行ってください。あわせて、労働報酬下限額が適用となる労働者等であって、１時間当たりの報酬額が低いことが想定される雇用形態の区分（例：非常勤職員、パート、アルバイト等）については、積算内訳（例：報酬単価×時間×日数×人数）を具体的に記入してください。詳細については、文京区ホームページに掲載されている「文京区公契約条例の手引」その他関係資料をご確認ください。

